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報告第１号 

 

 

 

 

 

都市計画の概要について 

 

 

 

 都市計画の概要を次のとおり報告します。 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

                           （要 約 版） 
 

 

 

 

 

（令和７年３月３１日現在） 
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都 市 計 画 の 概 要  

 

I. 都市計画とは  

都市計画とは都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の

整備及び市街地開発事業に関する計画である。 

 

II. 都市計画のしくみ  

１. 都 市 計 画 区 域 の 指 定 （都市計画法第５条）  

従来は、行政区域毎に都市計画区域を定めていたが、昭和４３年の都市計画法

の全面改正により、広域都市行政の見地から都市計画区域の再編成が行われ、昭

和４６年３月１６日赤穂市、相生市の全域及び上郡町の一部を区域とする２市１町が、

西播都市計画区域として、下表のとおり決定された。 

R7.3.31 現在 

都市計画区域 市町名 範    囲 面積(ha) 備考 

西播都市計画区域 

相 生 市 行政区域の全域  9,040  

赤 穂 市 〃 12,685  

上 郡 町 行政区域の一部  5,370  

合  計  27,095  2 市１町 

 

２. 都 市 計 画 の 内 容  

(１) 市街化区域及び市街化調整区域 （都市計画法第７条）  

都市計画区域を優先的かつ計画的に市街化を図る区域と市街化を抑制すべ

き区域すなわち市街化区域と市街化調整区域に、下表のとおり定めた。 

R7.3.31 現在 

都市計画区域 市町名 
市街化区域 

面積  (ha) 

市街化調整区

域面積  (ha) 
備考 

西播都市計画区域 

相 生 市   801  8,239  

赤 穂 市 1,418 11,267  

上 郡 町   299  5,071  

合  計 2,518 24,577  

 

(２) 地域地区 （都市計画法第８条）  

地域地区とは都市計画において定められるべき都市計画法第８条各号に掲げ

る地域地区のことである。地域地区としては、①用途地域、②風致地区、③臨港

地区がある｡ 
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① 用途地域 

R7.3.31 現在 

地 域 面 積  (ha) 比  率  (％) 

第 一種低層住居専用地域 約     74.0   5.2 

第 二種低層住居専用地域 〃     17.0   1.2 

第一種中高層住居専用地域 〃    379.0  26.7 

第二種中高層住居専用地域 〃    106.0   7.5 

第 一 種 住 居 地 域 〃    131.0   9.2 

第 二 種 住 居 地 域 〃     66.0   4.7 

近 隣 商 業 地 域 〃     59.0   4.2 

商 業 地 域 〃     37.0   2.6 

準 工 業 地 域 〃    140.0   9.9 

工 業 地 域 〃     26.0   1.8 

工 業 専 用 地 域 〃    383.0  27.0 

合 計 約  1,418.0 100.0 

 

② 風致地区 

R7.3.31 現在 

名 称 位      置 種別 面積(ha) 

赤穂城趾風致地区 赤穂市上仮屋の一部 １種  22.1 

御崎風致地区 赤穂市御崎、尾崎の各一部 

１種 211.9 

２種  40.0 

３種  14.9 

尾崎宮山風致地区 赤穂市尾崎の一部 
１種  32.5 

３種   1.0 

雄鷹台山高山風致地区 
赤穂市加里屋及び塩屋､北野

中､木津の各一部 

１種 438.2 

２種 148.0 

３種  46.0 

以良羅山風致地区 赤穂市塩屋及び新田の各一部 １種   5.0 

船岡園風致地区 赤穂市坂越の一部 １種  17.5 

合 計 ６地区  977.1 

 

③ 臨港地区 

R7.3.31 現在 

名    称 面  積（ha） 

赤穂港臨港地区 3.3 
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（３）都市施設 （都市計画法第１１条） 

都市施設とは、都市計画において定められるべき都市計画法第１１条各号に

掲げる施設のことである。これが都市計画決定されると「都市計画施設」と呼ばれ

る。都市施設としては本市では、1.道路等の交通施設、2.公園等の公共空地、3.

下水道等の供給処理施設、4.火葬場等の施設がある。 

 

①道路 

整 備 状 況 表  

R7.3.31 現在 

幅 員 別 路線数 
計  画 

(km) 

延 長 (km) 改良率 

(％) 改良済 未改良 

30ｍ以上～40ｍ未満 3 13.64 4.96 8.68 36.4 

22ｍ以上～30ｍ未満 1 2.70 2.70 0.00 100.0 

16ｍ以上～22ｍ未満 7 9.94 8.24 1.70 82.9 

12ｍ以上～16ｍ未満 13 19.97 16.93 3.04 84.8 

4ｍ以上～12ｍ未満 6 2.81 2.23 0.58 79.4 

計 30 49.06 35.06 14.00 71.5 

 

②公園・緑地・墓園・広場 

 

(イ )  公 園 ・ 緑 地 ・ 墓 園  

整 備 状 況 表  

R7.3.31 現在 

種 別 公 園 名 
計画面積

(ha) 

開設面積 

(ha) 

開園率 

(％) 

街区公園  駅前町第１公園外４９公園 13.78 11.04 80.1 

近隣公園  東浜公園 外２公園 5.7 5.7 100.0 

総合公園  赤穂城跡公園 外１公園 28.6 19.5 68.2 

広域公園  赤穂海浜公園 71.7 71.7 100.0 

緩衝緑地  赤穂城南緑地 
(39.4) 

41.8 

(39.4) 

39.4 

(100.0) 

94.3 

都市緑地  千種川河川敷緑地 
(70.7) 

222.2 

(28.5) 

28.5 

(40.3) 

12.8 

墓   園  赤穂高山墓園 10.0 10.0 100.0 

その他  

公 園  

赤穂元禄スポーツセンター 

外２公園 
7.83 7.83 100.0 

計  401.61 193.67 48.2 

※１人当り開設公園面積 44.1 ㎡/人 (  ) は､水面を含まない｡ 

※人口  43,874 人（住民基本台帳） 
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(ロ) 広 場  

整 備 状 況 表  

R7.3.31 現在 

種  別 駅    名 
広 場 面 積 (ha) 

備  考 
計  画 供  用 

駅前広場 

播州赤穂駅(南側) 0.65 0.65 100% 

播州赤穂駅(北側) 0.27 0.27 100% 

坂 越 駅 0.26 0.26 100% 

有年駅（南側） 0.23 

 

―― 

 

 

有年駅（北側） 0.30 ――  

計  1.71 1.18  

 

③ごみ焼却場・ごみ処理場・下水道 

 

(ハ) ご み 焼 却 場 ・ ご み 処 理 場  

R7.3.31 現在 

名 称 位 置 

計画 供用 

備考 面積 

(ha) 
処理能力 

面積 

(ha) 
処理能力 

赤穂市 

美化センター 

赤穂市中広 

字東沖 
2.50 

80ｔ/日 

2.50 

80ｔ/日 ごみ焼却場 

23t/日 23t/日 
粗大ごみ処理

施設 

6t/日 6t/日 リサイクル施設 

 

(ニ) 下 水 道  

下水道は、都市の健全な発達と公衆衛生の向上に寄与し併せて河川

海域などの公共用水域の水質保全に資することを目的とする。 

赤穂市公共下水道計画概要については､別紙による｡ 

 

④ 火葬場 

R7.3.31 現在 

名    称 
位    置 

面  積 

(ha) 

決定年月日 

告示番号 
備    考 

番号 火葬場名 

１ 赤穂市斎場 赤穂市南野中字亀甲 約１．４５ 
S61.11.29 

市告示第６８号 

火葬炉  ４基 

汚物炉  １基 

動物炉  １基 

 

 

 



[ 5 ] 

 

（４）市街地開発事業 （都市計画法第１２条） 

市街地開発事業は、一定の地域について地方公共団体等が土地利用計画に

基づいて公共施設の整備と宅地の開発を併せて行うことにより、市街地の面的な

整備開発を行うものである。 

市街地開発事業のうち土地区画整理事業は、歴史の古いものであり、その状

況は、次表のとおり 13 地区、約 470.2ha である。 

 

 

R7.3.31 現在 

地区名 施行者 目的 

都市計画 

( 区 域 ) 

決定年月日 

設計認可 

年 月 日 

事 業 計 画 

( 設 立 ) 

認可年月日 

換地処分 

年 月 日 

施行面積 

(㎡) 

第一地区 市 
都市

改造 S27.6.9 S28.2.27 S29.1.12 S35.3.31 348,037 

中洲地区 市 
都市

改造 S36.7.12 S36.11.18 S36.12.4 S42.7.4 261,945 

駅北地区 組合 
宅地

開発 S38.10.23 S39.3.17 S39.3.31 S44.11.28 369,493 

上仮屋地区 市 
都市

改造 S41.7.14 S42.6.15 S42.7.4 S53.2.28 274,918 

尾崎地区 組合 
宅地

開発 S43.9.18 S44.1.31 S44.2.18 S49.11.29 388,680 

東浜地区 個人 
宅地

開発 ―― ―― S45.12.15 
S46.5.19 

S46.10.14 
430,930 

浜田地区 市 
宅地

開発 S47.9.19 S53.3.17 S53.3.24 S62.3.10 350,816 

御崎地区 組合 
宅地

開発 S57.3.23 S58.1.27 S58.2.8 H5.3.12 333,252 

塩屋地区 市 
宅地

開発 S60.11.12 S61.5.19 S61.5.26 H15.7.4 698,520 

有年地区 市 
宅地 

開発 H10.5.29 H13.1.25 H13.2.6 ―― 550,020 

島田地区 組合 
宅地 

開発

開発 

―― H16.12.16 H17.1.4 H21.3.17 22,234 

野中・砂子 

    地区 
組合 

宅地 

開発

開発 

H15.3.10 H17.2.2 H17.2.15 ―― 451,802 

浜市地区 組合 
宅地 

開発

開発 

H16.5.14 H18.10.2 H18.10.13 R6.1.26 222,258 

合  計     13 地区  4,702,905 
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（５）地区計画等 （都市計画法第１２条の４） 

地区計画とは、建築物形態、公共施設配置等から、一体的に区域の特性にふ 

さわしい良好な都市環境の街区整備を図るための計画である。 

 

                                           R7.3.31 現在 

地区名称 
決定年月日 

告示番号 
位  置 面  積（ha） 

有年駅周辺地区 

地区計画 

H10.5.29 

市告第 39号 

 有年横尾 

 有年牟礼 

 有年原 

 の各一部 

約 61.1 

野中・浜市地区 

地区計画 

H15.3.10 

市告第 19号 

北野中、 

南野中、 

砂子及び 

浜市の 

一部 

 

約 73.0 

 

H16.5.14 

市告第 37号 
約 99.0 

尾崎地区 

地区計画 

H26.3.31 

市告第 16号 
尾崎 約 26.9 

 

 

（６）防災街区整備方針  

（密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律第３条） 

密集市街地における計画的な防災街区の整備を推進するため、防災再開発促進

地区を定め、都市施設等の整備を進めていく。 

 

                                           R7.3.31 現在 

地区名称 
決定年月日 

告示番号 
位  置 面  積（ha） 

尾崎地区 

H11.3.26 

県告第 553 号 
尾崎の一部 約 26.2 

H28.3.29 

県告第 390 号 

塩屋地区 

H16.5.14 

県告第 658 号 
塩屋の一部 約 15.2 

H28.3.29 

県告第 390 号 
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赤 穂 市 公 共 下 水 道 計 画 概 要  

 

III. 下水道事業の経緯と現況 

１. 基 本 計 画 (赤穂処理区) 公共下水道  特定環境保全公共下水道 

(１) 排水区域  汚水；１,９４８ha＝１,０８８ha＋８６０ha   

            雨水；１,１８９ha 

(２) 計画人口  ３７,９００人 

(３) 計画下水量 ２２,２００ｍ3/日（工場排水･観光排水を含む） 

(４) 計画施設 

・処 理 場      １日最大処理能力 ３４,１００ｍ3/日 

・汚水管渠      幹線数；３本 幹線延長；１５，０４０ｍ   

・雨水管渠      幹線数；５本 幹線延長；２，１１０ｍ   

・放流管渠     放流管渠数；５本  放流管渠延長；２７０ｍ 

・汚水ポンプ場  １１箇所 

・雨水ポンプ場   ７箇所 

 

２. 基 本 計 画 (福浦処理区) 特定環境保全公共下水道 

(１) 排水区域  ３２ha 

(２) 計画人口  ４３０人 

(３) 計画下水量 １８５ｍ3/日 

(４) 計画施設 

・処理場   １日最大処理能力 ８１０ｍ3/日 

・汚水管渠  １２.３ｋｍ 

 

３. 基 本 計 画 (はりま台処理区) 特定環境保全公共下水道 

(１) 排水区域  １２．６ha 

(２) 計画人口  １８０人 

(３) 計画下水量 ７８ｍ3/日 

(４) 計画施設 

・処理場   １日最大処理能力 ２６５ｍ3/日 

・汚水管渠  ４.２ｋｍ 

  

４. 基 本 計 画 (古池処理区) 特定環境保全公共下水道 

(１) 排水区域  ３．４ha 

(２) 計画人口  ５０人 

(３) 計画下水量 ２２ｍ3/日    

(４) 計画施設  

・処理場  １日最大処理能力 ３５ｍ3/日 

・汚水管渠 １．０ｋｍ 
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５. 基 本 計 画 (大泊処理区) 特定環境保全公共下水道 

(１) 排水区域  ９．７ha 

(２) 計画人口  ４０人 

(３) 計画下水量 ５７ｍ3/日 

(４) 計画施設  

・処理場  １日最大処理能力 １００ｍ3/日 

・汚水管渠 １．８ｋｍ 

  

６. 基 本 計 画 (小島処理区) 特定環境保全公共下水道 

(１) 排水区域  ３．４ha 

(２) 計画人口  １００人 

(３) 計画下水量 ４３ｍ3/日 

(４) 計画施設  

・処理場  １日最大処理能力 ９０ｍ3/日 

・汚水管渠 １.３ｋｍ 

 

７. 施 行 年 次  昭和４９年度～令和１３年度 
  

８. 総 事 業 費  ７４０億円（うち令和６年度末投資額 ６７０億円） 

        ○処  １９２億円 ○Ｐ  ９３億円 ○管  ４５５億円 
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９. 下水道普及状況（農業集落排水、合併処理浄化槽を含む） 

 

R7.3.31 現在 

地区別 
整備面積 

(ha) 

可能件数 

(件) 

完了件数 

(件) 

普及率 

(％) 

区域内人口 

(人) 

水洗化人口 

(人) 

水洗化率 

(％) 

中 広 140.9 1,730 1,718 99.3 3,273 3,247 99.2 

中 洲 19.2 440 440 100.0 764 764 100.0 

加里屋 104.5 1,583 1,575 99.5 2,621 2,605 99.4 

上仮屋 44.3 653 652 99.8 1,328 1,326 99.8 

塩 屋 143.0 3,003 2,999 99.9 5,817 5,802 99.7 

駅 北 45.2 1,172 1,171 99.9 2,311 2,309 99.9 

浜 田 35.1 884 883 99.9 1,942 1,940 99.9 

尾 崎 133.6 3,328 3,301 99.2 7,120 7,002 98.3 

御 崎 186.2 2,104 2,099 99.8 4,419 4,409 99.8 

坂 越 183.8 2,296 2,268 98.8 4,676 4,619 98.8 

新 田 40.6 735 725 98.6 1,463 1,441 98.5 

北 部 123.6 987 961 97.4 2,129 2,071 97.3 

清水工業 25.9 12 12 100.0 0 0 0.0 

大 津 58.3 548 536 97.8 815 796 97.7 

西 部 71.8 764 746 97.6 1,556 1,518 97.6 

西浜北町 43.3 26 26 100.0 0 0 0.0 

高 野 37.9 255 245 96.1 544 520 95.6 

有 年 38.1 294 261 88.8 140 120 85.7 

福 浦 32.0 260 242 93.1 461 427 92.6 

はりま台 12.6 107 97 90.7 198 179 90.4 

大 泊 9.7 28 28 100.0 46 46 100.0 

古 池 3.4 29 27 93.1 54 50 92.6 

小 島 3.4 61 56 91.8 110 101 91.8 

計 1,536.4 21,299 21,068 98.9 41,787 41,284 98.8 

農業集落排水 66.8 720 677 94.0 1,778 1,671 94.0 

合併処理浄化槽  42 42 100.0 100 100 100.0 

合 計 1,603.2 22,061 21,787 98.8 43,665 43,055 98.6 

 

 

行政人口に対する 

下水道普及率 

令和６年度末人口 下水道普及率  

43,874 人 99.5％  

 

 


